
平成 12 年度後期期末試験問題

監査　内藤教官

【解答上の注意等】
◇ 解答は「経営学部解答用紙」に記入すること。また、この試験問題（全５頁）は持ち
帰ること。

◇ 解答の順序は問わないが、問題番号および設問番号を明記すること。
◇ 解答以外のことを記入した答案はすべて無効とする。
◇ 期末試験の成績については、９月２８日（木）から１０月６日（金）までの間に限り
E-Mail での履修生本人からの照会を受け付ける。また、模範解答についても同様とす
る。

I.つぎの空欄（（１）～（５０））に入れるべき適切な語句または数字を答えなさい。（５０
点）

１． 会計監査とは、資金を（１）者が、その資金を（２）者に対して説明を行う（会
計責任、説明責任）ための情報の内容が正しいかどうかをチェックすることである。
資金提供者は委託した資金が正しく使われているかどうか、その資金元本が失われな
いかどうか、および資金提供の見返りが見込まれるかどうかなどについて、監査済の
情報内容にもとづけば、安心して（３）を行うことができる。

２． このように、会計監査は、資金提供者などの利害関係者の（３）が正しく行われ
るようにする目的がある。つまり、会計監査は利害関係者の（３）を援助することを
通じて、利害関係者を保護するために行われる。企業の利害関係者には、株主、（４）、
投資者などが含まれる。ただし、利害関係者の保護とは、その（３）の成否（利益）
までも保護するということではない。

３． さらに、会計監査は、利害関係者の（３）を保護するという目的を果たすことに
よって、一国経済における、稀少資源の有効配分をも確保する役割を担う。資源の有
効配分とは、社会の富を増加させる事業活動に資源を集中し、逆に必要性が減少して
いる事業活動から資源を引き上げるということを意味する。

４． 監査と（５）との差異は、いずれも調査とその結果の報告を含むが、前者はさら
に批判が含まれるということである。

５． 会計監査は、情報の（６）を保証する役割がある。情報の（６）を保証するとい
うことは、会計監査によって、情報の（７）を検証するということと同義である。

６． 企業の事業活動に関する監査には、証券取引法による監査、商法による監査、内



部監査人による監査、監査役による監査、環境保全に関する監査などさまざまな種類
がある。　証券取引法による監査は、財務諸表の（８）を保証するのに対して、商法
による会計監査では、　（９）の適法性を保証する。また商法による監査には、会計
監査のほか、（１０）監査がある。（１１）監査は、監査役（会）によって行われ、取
締役の経営の適法性と（１２）を検証する。内部監査人による監査は、経営者のため
に、従業員の（１３）や誤謬を防止・摘発する役割がある。

７． 財務諸表に対する監査の必要性は、（ｵ ）利害の対立、（ｶ ）利害関係者の（１４）・
遠隔性、および（ｷ ）会計処理の（１５）（財務諸表の複雑性）、以上の３つの要因か
ら説明される。

８． 現代の会計監査はイギリスで生成し発展してきた仕組みである。当初の監査は、
株主の代表である素人の（１６）が、経営者の経営の合法性と（１７）とをチェック
するもので、（１８）の利益のために、会計帳簿と（１９）を検証していた。事業内
容が複雑・拡大するにつれて、監査を担当していた監査役には専門性が求められるに
いたり、勅許会計士が監査役の資格要件となり、１９４７年に（２０）監査が成立す
る。当時の監査は（２１）監査を精査で行うのが中心であったので、貸借対照表が合
法であり、（２２）な概観を示しているかどうかについて監査意見を表明するもので
あった。

９． イギリス発祥の会計監査は、（２３）における会社の発展とともに移植され、多
発する破産あるいは会社の合併や買収に対応するために会計士の役割が増大し、職業
会計士が誕生する。この頃の監査は、（２４）のための監査であって、帳簿監査、と
くに（２５）と従業員の不正と誤謬の防止に重点が置かれていた。　その後、恐慌が
周期的に発生し、倒産が続出するようになると（１９１０年頃）、金融きかんのため
の監査が重視されるようになる。（２６）監査の時代である。この時代の監査では、
特に、資産の
内容が充実しているかどうか、すなわち、（２７）に対する検証に重点が置かれた。
企業規模が著しく拡大したため、精査ではなく（２８）の方法が採用されたのがこの
時期である。

　　さらに企業活動が拡大すると、金融機関による短期融資では不十分となり、証券市場
を通じた、（２９）の増大による資金調達が盛んに行われるようになった。つまり、
株券を印刷すればするだけ現金が手に入ったわけである。しかし、（３０）年の世界
恐慌によって株価が暴落し、一般投資家が大損害を被った。そこで、１９３３年には
有価証券法が、１９３４年には（３１）法が制定され、企業の公表する財務諸表に対
する監査が義務づけられた。つまり、企業が株式や社債を公開するときには財務諸表
の監査を強制し、（３２）制度を拡充したのである。この財務諸表の監査は、企業の
収益力に関する情報の検証に重点をおき、（３３）の保護を目的とするものである。



１０．わが国において財務諸表監査制度が成立したのは、昭和２３年に制定された証券取
引法の昭和２５年改正においてである。翌２６年には（３４）が開始されたが、そ
の監査対象は、上場会社の会計システムであったため、この監査を特に（３５）と
呼ぶ。監査対象が順次拡大され、財務諸表に対する監査が実施されるようになった
のは昭和３２年である。つまり、（３６）財務諸表監査の実施である。
　さらに、昭和４９年には商法特例法（株式会社の監査等に関する商法の特例に関す
る法律）が制定され、商法の中に（３７）制度が導入された。

１１．証券取引法の規定によれば、事業会社が有価証券を募集または売出しを行う場合、
大蔵大臣宛（３８）書を、発行後毎決算期に（３９）書を、それぞれ提出しなけれ
ばならない。（第５条および第２４条）。これらの書類のうち財務会計に関する書類
のうち財務諸表等については、（４０）関係のない公認会計士または監査法人によ
る監査証明が義務付けられている（第１９３条の２第１項）。

１２．監査（４１）の方法は、大蔵省令で定める基準および手続にしたがうものとされ（第
１９３条の２第３項）、監査証明省令（財務諸表等の監査証明に関する省令）と監
査証明省令取扱通達にしたがって行われる。とくに、省令第３条第２項の規定によ
れば、監査証明の手続は「一般に（４２）と認められる慣行に従って実施された監
査」の結果にもとづかなければならない。このことは、企業会計審議会が設定する
（４３）および監査実施準則・監査報告準則にしたがわなければならないことを意
味する。

１３．商法にもとづく監査制度には、（４４）監査と（４５）監査とがある。これらの監
査を受ける義務は、会社の区分にしたがって異なる。つまり、つぎの表のように整
理される。

大会社
資本金５億円以上
負債 200 億円以上

中会社
資本金１億円超
５億円未満

小会社
資本金１億円以下

（４４）
監査

監査役会が実施 （４６） 不要

（４５）
監査

監査役会が実施
会計監査人も実施

（４７）
（４８）

監査役が実施
会計監査人による監査は
不要

１４．監査役による監査は、取締役の受託責任の履行を監視するために行われ、取締役の
業務の適法性と（４９）のチェックを行う。そのため、（４４）監査と（４５）監
査の両者が原則として要求されている。これに対して、会計監査人による監査は、
大会社の会計業務については、高度に複雑化かつ専門化しているため、会計専門家



による監査を実施し、株主の利益を保護する目的で行われる。公認会計士または（５
０）でなければ、会計監査人となることはできない。

II. 次の説明文の誤りや説明の不足を指摘し、正しい語句に替えなさい。解答は【例】に
したがうこと。誤り等がない場合には、「誤りなし」と解答すること。なお、誤り等があ
る場合には各設問に１箇所である。（２０点）

【問題例】（1）雪印乳業の食品汚染問題は、内部統制システムが整備されていれば防止で
きた可能性 がある。
【解答例】（1）誤り：「整備されていれば」
　　　　　　　 正しい語句：「整備され、正しく運用されていれば」

（１）監査の実施は、財務諸表の正確性に対する監査人の意見を形成するのに十分な監査
証拠を入手し、もって監査意見証明の合理的な基礎を形成すべく行われなければな
らない。

（２）この十分な監査証拠を入手するために実施される業務が、常時実施すべき監査手続
である。この監査手続は、監査人が、公正な監査慣行を踏まえて、十分な監査証拠
を入手し、財務諸表に対する意見表明の合理的基礎を得るために必要と認めて実施
する監査手続である。

（３）十分な監査証拠という場合の十分性は、監査要因に適合する監査手続が選択適用さ
れることによって達成され、量的に十分な証拠と質的に十分な証拠の入手を意味し
ている。

（４）財務諸表に対する意見の表明は、１）企業の採用する会計方針が、一般に公正妥当
と認められる会計原則・基準に準拠しているかどうか、準拠していないと認められ
るときは、その旨、その理由およびその事項が財務諸表に与えている影響、２）企
業が前年度と同一の会計方針を適用しているかどうか、前年度と同一の会計方針を
適用していないと認められるときは、その旨、その変更が正当な理由に基づくもの
であるかどうか、その理由およびその変更が財務諸表に与えている影響、３）財務
諸表の表示方法が、一般に公正妥当と認められる財務諸表の表示方法に関する基準
に準拠しているかどうか、準拠していないと認められるときは、その旨および準拠
したときにおける表示の内容について行われる。

（５）財務諸表に対する意見は、上記の３つの点についてすべて問題がなければ自動的に
無限定適正意見となる。

（６）経営者の確認書が入手できない場合、監査を実施することはできない。
（７）有形固定資産の減価償却方法が前年度の定額法から定率法に変更されているが、対



象資産について特に何らの変化も生じていないので、監査報告書には何も記載しな
かった。

（８）主要工場が決算日後３週間目に消失した。このことに関する財務諸表での注記が記
載されていないので、意見を差控えた。

（９）貸倒引当金の設定が、相手方の財政状態を勘案した結果、きわめて不足していると
監査人が判断し、積み増しを会社側に指導した。しかし、会社側はこれに応じなか
ったため、不適正意見を表明した。

（１０）製造物責任法の施行にともない、当該企業の主要製品の欠陥に起因すると思われ
る事故が多発し、損害賠償請求の提訴が行われた。同企業が敗訴する可能性は高
い。しかし、その賠償額を合理的に見積もることができない。このような場合、
監査人は、かかる事象が財務諸表に正しく注記されているかどうかを監査すると
ともに、監査報告書において限定付適正意見を表明するか、意見を差控えること
になる。さらに、監査人は監査報告書に補足説明事項を記載する必要がある。

III. 次の損益計算書について、その適正性をあなたは監査することが求められている。監
査の結果を前提として、あなたは、損益計算書の適正についてどのような結論を下します
か。その根拠とともにあなたの判断内容と判断結果を解答しなさい。（２０点）

Ｐ／Ｌ（損益計算書）（単位：１００万円）

○ 監査結果
１． 売上高は、製品Ａ、Ｂ、およびＣの売上の合計である。その内訳は、次の通り。
　　　製品Ａ：１，０００、製品Ｂ：８００、製品Ｃ：７００
２． 製品Ｂについて、架空売上２００が認められた。
３． 製品ＡおよびＣの売上については適正に処理されていた。
４． 重要性の水準は売上総利益の５％である。
５． あなたは、経営者に対して、架空売上の修正を指導したが、経営者は聞き入れな
かった。

IV. 三菱自動車工業株式会社は同社の販売した乗用車やバスなどについてのクレームを自
社内部に隠蔽し、リコール処理をしない措置を３０年間継続していたと報道されている。

売上高　　　　２，５００

売上原価　　　２，２００

売上総利益　　　　３００



これが事実であるとすると、このような問題が生じないようにするためにどのような方策
がとられるべきであると考えられるかについて、あなたの意見を述べなさい。（１０点）


